９･２３　韓国日本大使館前　記者会見用の文書
過去事問題解決の始まり、「韓日会談文書公開」にある
 

５４年間の自民党政権が退いて、去る１６日戦後初めて鳩山総理の日本民主党政権が出帆した。私たちがここに格別の意味を付与するのは、外でもない解放６４年になるのにも韓日間にはまだ解決されていない日帝植民地過去事問題が完全に清算されるきっかけになるのかと言う点のためだ。

 

周知のように、日本軍慰安婦問題など日帝強制占領期、韓日間の過去事問題は戦後６４年が過ぎたのに未解決状態にある。謝罪と賠償を促す国連を含めた世界各国の勧告にもかかわらず、日本だけがいまだに耳を閉めている。原爆被害問題、サハリン被害者など日帝強制動員被害者たちの問題も同じだ。

 

日本政府は１９６５年の韓日協定によって請求権問題がすべて解決されたという論理をひたすら主張してきた。しかしこのような主張はすでに説得力が消えてしまった。２００５年、韓国政府が当時の韓日協定文書を公開したが、文書のどこにも日帝植民支配に対するお詫びや賠償のその根拠を捜すことができないからだ。たとえ過去の両国政権の挟雑によって、大韓民国が放棄したものがあったとすれば自国民保護に対する「外交的保護権」だけで、個人請求権問題については挙論すらされなかった事実がはっきりと現われたからだ。 

 

もう言うまでもなく、日本政府自らも１９６５年の韓日請求権資金は「経済協力資金」だけで、植民支配に対する反省を前提とした賠償ではないことを重ねて明らかにしてきたではないか?
＊（福島瑞穂議員の質疑に対する２００６年１２月２０日、安倍総理の国会答弁資料参照)　→　質問主意書ファイルをごらんください。小竹
 

現在日本で進行中の１９６５年の韓日会談当時の日本側外交文書の公開訴訟を通じても、この事実は如実に現われている。もし１９６５年の韓日協定で、過去事問題がすべて終わったとするならば、当時の外交文書を公開することができない理由はない。しかし外務省は法院の判決にもかかわらず、何が怖いのか未だにこの文書の核心内容に対しては徹底的に隠している。

 

周知のように、日本軍慰安婦問題や労務者の不払い供託金問題など、協定の解釈を取り巻きすでに紛争が発生している状態だ。もはや韓日協定は協定としての効力が喪失された状態に他ならない。
一つの文書に対してお互いの主張が違うのに、誰の主張が正しいのか当然調べてみるべきではないのか?　これに対する是非を正すことができる唯一で一番手軽い方法は、外でもない当時の関連文書を公開することだ。

 

日本政府の主張通り、本当に１９６５年の韓日会談によってすべての問題が終わったとするならば、他のことを論ずることなく正々堂々と今からでも当時の文書を公開すればいいではないか?

 

国家間の協定と係わって相手の締結国がすでに公開した文書に対して、特に日本政府だけが公開することができない理由がどこにあるか?　日本政府は去る２００５年、大韓民国が当時の韓日会談関連文書を世の中にすべて公開して法的見解を明らかにしたように、直ちに外交文書を公開してこれに対する法的見解を明らかにしなければならない。

 

私たちは、日本政府が韓日協定を過去の過ちを覆い隠す万能の鍵とし、同じ主張だけを繰り返しながらも、いざその実体を明かすことができないでいるのは他の理由があるのではないかと疑わざるを得ない。

 

このような面から、第二次大戦直後ドイツの戦後処理態度は日本の良いお手本になる。ドイツは侵略戦争に対する賠賞金としてフランスに４億マルクを支給しながらナチの迫害を受けたプランス人たちの請求権問題を完全に終結させようとした事がある。しかしフランスがその後２０余年が経って、「強制徴集者」に対する追加賠償を要求すると、ドイツが条約をまた結んで追加賠賞金を支給した事例がまさしくそれだ。

 

他の要求でもない、当時の会談の文書を公開しなさいという基本的要求さえ怖がる今までの歴代日本政府の態度はまことにせせこましくてしょうがない。

 

もし、当時の両国政権間の政治的挟雑によって誕生した韓日協定自体が人類の普遍的価値を伴うことができない不当なものとして明らかにされたら、この協定は適切に破棄されなければならない。人類の良心と正義に合うように協定を新たに締結することは世界的潮流であると同時に、両国間の関係回復のためにも必ず必要な事だからだ。これは何よりも、他ならぬ世界人類の普遍的良心に晴れて応じようとする日本の自国民のためにもまずは必要だ。

 

その例がないわけでもない。日本政府が既存の韓日漁業協定を一方的に破棄宣言して、１９９８年また締結した「新韓日漁業協定」がその代表的な事例になるであろう。

 

５４年ぶりの政権交代によって果して新たに出帆した民主党政権が過去の政権とどう違うのか、世界の人々の耳と目は民主党に向けられている。民主党がまさか過去のような態度から敢然と脱皮することができなかったら、政権だけが変わっただけで、大韓民国国民には歴代政権と何ら違うことはない。

 

新たに出帆した民主党が過去の政権と違うなら、どう違うかを見せてほしい！その試金石はまさに韓日間の過去事問題の絡み合った糸巻きを解く鍵である「韓日会談文書公開」にある。

 

来年は日帝に強制併合されてから１００年を迎える年だ。すでに多くの日帝被害者たちが苦痛の中で幽明境を異にしたし、生き残った人々にとっても残された時間は多くはない。

 

東アジアの中心軸の役目をしなければならない韓日両国が、過去の誤った歴史のために未来に進むことができなかったら、国益次元でも大きな損失であるのみならず、両国国民にとっても大きな傷に違いない。 

 

我々日帝被害者たちは、日本に対して決して再び対面することができない永遠なる敵にするつもりはない。ただしその前提は、過去の侵略戦争に対する真正なお詫びと賠償だ。

 

強調するが、完全な過去清算なしに未来と言うものはありえない。お詫びと賠償なしに平和と共同繁栄は不合理説だ。

 

これからは選択だけが残っている。鳩山民主党政権の決断を促す！

 

私たちの要求

 

○　何が怖いのか！外務省は韓日会談文書を直ちに公開せよ！

○　謝罪と賠償なしに韓日関係回復はとんでもない。日本政府は過去の問題を解決せよ！
○　私たちには時間が「恨」（※もしかすると、「限」かも知れません）だ。被害者が
生きている間に強制動員問題を解決せよ！

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年９月２３日

 

日帝被害者団体総連合会 

挺身隊おばあさんと共にする市民の集い
勤労挺身隊おばあさんと共にする市民の集い
アジア平和と歴史教育連帯
（翻訳）

強制連行・強制労働犠牲者を考える北海道フォーラム
 　　　　　　　　　　　　　　共同代表　蔡　鴻哲（Chae Hong-Cheol）
